
大 学 産業界

各ユニットの成果の集約
成果の効果的な発信・普及を検討

 教職専門性基準開発ﾕﾆｯﾄ
（特例活用・先導プログラム開発）

 教育・学習デザイン開発ﾕﾆｯﾄ
 外国人児童生徒教育推進ﾕﾆｯﾄ
 高校教育開発推進ﾕﾆｯﾄ

東京学芸大学 教員養成フラッグシップ大学構想 概要

統括

課題把握・研究実施段階からステークホルダー（他
大学・教育委員会・民間等）が参加することで、成
果の活用・普及を見据えて実施（循環システム）

「令和の日本型学校教育」を担う教師の能力を身に付けるため、「子供と教師が共に新たな社会を創造していく学校教育の実現」をテーマに、先導的プログラム
を開発し、成果の展開、教職課程に関する制度改善への提言を行う機能を先端教育人材育成推進機構を核として構築し、持続的に教育者養成の在り方を探究する。

 データ駆動型教育創成ﾕﾆｯﾄ
 教師教育高度化ﾕﾆｯﾄ
 教員研修ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ開発ﾕﾆｯﾄ
 次世代組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究開発ﾕﾆｯﾄ

（本部員・各ユニット代表者・ステークホルダーで構成）

先導的プログラムの研究開発と成果の
展開・検証を可能とする循環システムを構築

・「探究力、創造力、他者・社会と協働できる力」を育成する力
→①教科横断学習（STEAM含む）実践力
→②アクティブラーニング実践力
・③子供が置かれている多様な環境への対応力

・④学び続けるために、自己をマネジメントする力
・⑤学校教育のより良い変革に資する基盤となる探究力、創造力
・⑥学校内での協働・社会との協働をマネジメントする力

子供に身に付けさせる能力

教師自身が身に付ける能力

変化が激しく予測困難な時代へ対応できる力と新たな価値を
創造することができる力を子供に育成することができる教師

学校や社会をより良く変革することに自律的・主体的に取り
組むことができる力を有する教師

①「社会に開かれた探究と創造の学びのデザイン」
②「学びを支えるファシリテーションの技法」
③⑥「チーム学校と多職種協働」
④「教師のレジリエンスと自己管理能力の育成」
⑤「教育のためのデータサイエンス」

フラッグシップ特例科目（必修5単位）

フラッグシップ特例の活用（令和5年度）

先端教育人材育成推進機構を核として、
政策提言を行うフラッグシップ大学

の体制を整備

令和の日本型学校教育を担う教師に
求められる能力と先導的プログラム

全国的な教員養成ネットワーク
の構築と成果の展開イメージ

成果を見直し、不断
の開発と改革を実施

令和5年度から小学校免許を取得する専攻に活用、
令和7年度から幼稚園、中学校、高校、特別支援学校免許を取得する専攻
への拡大を目指す

実績
未来の学校みんなで
創ろうプロジェクト
教育インキュベー
ションセンター

教育委員会・学校

実績
全国最大規模の現職教員研
修（H28-R1）年度平均
5,496名の現職教員が参加

機構長は副学長から学長が指名し、学長のリーダーシップとガバナンスを発揮
学内教員、附属学校教員、外部機関（他大学・教委等）から約７０名参加

実績 外国語（英語）コアカリキュラム（H29）

実績 教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業（H29～R1）

その時の現代的教育
課題に対応して、ユ
ニットを柔軟に改廃

プログラムを開発

取組の検証を踏まえた教職課程に関する
制度の改善への貢献

役員会

カリキュラム
改革推進本部

先端教育人材
育成機構

戦略評価推進
本部

【カリキュラムの企画】

【教学IR】【先導的科目の開発】

科目出し研究開発成果

分析結果

提言

教職課程を
有する大学

教育委員会

連携大学教育委員会
（関東、東北を中心とした10以上の都道府県）

ステークホルダー
として参加 授業観察 授業教材の

活用成果

◆教職課程コアカリキュラムの改訂への提言
◆教育職員免許法や課程認定基準の改訂への提言 等

教員養成制度の変革に関する提言

東京学芸大学

東京学芸大学

【プラットフォームとしての機能】

教育委員会

企業

大学

教育委員会

大学

企業

大学

企業

大学

教育委員会

大学

大学

先端教育人材
育成機構

未来の学校みんなで
創ろうプロジェクト

連携大学

連携教育委員会

ステークホルダーを
通じた普及

オンラインでの普及

教育委員会
実績
日本教育大学協会事務局、
教員養成高度化のための
大学間連携協議会を主催

実績 日本における次世代対応型教育モデルの研究開発（H27～）

機構全体の研究方針検討

各ユニットへも
ステークホルダーが
参加

大学 教育委員会

企業

大学

教育インキュベー
ションセンター

ステークホルダーを
通じた普及

日本教育大学協会
日本教職大学院協会

全国私立大学教職課程協会

教育委員会

現職研修授業

国公立
私立 デモンストレーション

での普及

中央教育審議会

KSTN

検証結果

特例を活用した科目
の一部については、
内容を高度化し、
令和５年度をメドに
教職大学院に開設

教育者養成の在り方を持続的に探究する大学へ

協定を通じた普及
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